












（第１号様式）

 (宛先）川崎市長

１　申請額 金 円

２　施設の名称及び所在地

３　添付書類
第６条第１項第１号
（１）ICT化推進事業実施計画書
（２）導入費用内訳書
（３）支援システムの導入から運用開始までの工程について確認できる資料
（４）支援システムの導入に係る費用について確認できる資料
（５）支援システムに搭載する機能について確認できる資料

第６条第１項第２号
（１）ICT化推進事業実施計画書
（２）導入費用内訳書
（３）機器導入に係る費用について確認できる資料

法人所在地

令和7年4月1日

法人名

法人代表者名

ICT化推進事業補助金交付申請書

　川崎市認可保育所等におけるＩＣＴ化推進事業実施要綱第６条の規定に基づき、次の
とおり申請します。



(第２号様式)

(宛先）川崎市長

第６条第１項第１号に係る申請

第６条第１項第２号に係る申請（第６条第１項第１号の申請をしたことがない乳児等通園支援事業所）

⑨保育士の業務負担が
軽減される内容

メーカーからの
支援体制

導入機能

※該当するものに
チェックを入れる

　保育に係る計画・記録に関する機能

　利用児童の登園及び降園の管理に関する機能

　保護者との連絡に関する機能

　キャッシュレス決済に関する機能

その他

⑥導入に要する費用 0円

⑦購入方法 入札　  見積合せ

⑧導入内容

端末購入の有無
※購入内訳は別紙

有　　無

導入システム名

メーカー名

③キャッシュレス決済
　以外の３機能の導入
　の有無

　　　　過去に補助を受けて導入している（　　　年度）
　　　　過去に補助を受けて導入していない

④導入予定日 令和　　年　　月　　日

⑤運用開始予定日 令和　　年　　月　　日

令和7年4月1日

ICT化推進事業補助金実施計画書

①施設・事業者名 0

②施設・事業所所在地 0



導入費用内訳書

今回導入する機能数 ←必ず入力　※乳児等通園支援事業所の機器導入の場合は入力不要

端末購入の有無 有 ←必ず入力

導入に要する費用内訳

名称 単価（税抜） 消費税 数量 計

小計（税抜） 0円

消費税計 0円

合計 0円



 (第３号様式)

 (宛先）川崎市長

１　申請額
変更前 金 円

変更後 金 円

２　施設の名称及び所在地

３　交付決定日及び交付決定通知文書番号

４　変更理由

５　変更内容

６　添付書類
第６条第１項第１号
（１）ICT化推進事業実施計画書
（２）導入費用内訳書
（３）支援システムの導入から運用開始までの工程について確認できる資料
（４）支援システムの導入に係る費用について確認できる資料
（５）支援システムに搭載する機能について確認できる資料

第６条第１項第２号
（１）ICT化推進事業実施計画書
（２）導入費用内訳書
（３）機器導入に係る費用について確認できる資料

法人所在地 0

法人名 0

年　　　　月　　　　日

法人代表者名 0

川崎市指令        第　　　号

ICT化推進事業補助金変更交付申請書

　川崎市認可保育所等におけるＩＣＴ化推進事業実施要綱第８条の規定に基づき、次の
とおり申請します。

0

0

令和　　　年　　　月　　　日

0



（第４号様式）

年 月 日

（宛先）川崎市長

所在地

法人名

代表者

１　補助金の額の確定額 金 円

２　消費税の申告の有無（どちらかを選択） □ 有 □ 無

（２で「無」を選択の場合は以下不要）

３　仕入控除税額の計算方法（どちらかを選択） □ 一般課税 □ 簡易課税

（３で「簡易課税」を選択の場合は以下不要）

４　消費税法別表第３に掲げる法人又は人格のない社団等の場合の特定収入割合
　　　※ 財団法人、社団法人、学校法人、社会福祉法人、宗教法人　等

□ ５％以下 □ ５％超

５　補助金の額の確定時に減額した消費税仕入控除税額 金 円

６　消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額 金 円

７　添付書類
（１）課税期間分の消費税及び地方消費税の確定申告書（写し）
（２）課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表（写し）
（３）補助金に係る仕入控除税額の積算内訳表
（４）特定収入割合を確認できる資料

（注）１　７の（３）については、消費税の申告「有」、仕入控除税額の計算方法「一般課税」　
、特定収入割合「５％超」ではない場合に添付してください。

（注）２　７の（４）については、特定収入割合５％以下の場合に添付してください。
（注）３　消費税仕入控除税額がない場合であっても、報告書を提出してください。 

令和

　令和　　　年度消費税仕入控除税額報告書（ＩＣＴ化推進事業補助金）

　令和　　　年　月　日川崎市指令こ保１第　　号で交付決定を受けた令和　　　年度ＩＣＴ化
推進事業補助金に係る消費税及び地方消費税等仕入控除税額について、次のとおり報告します。

　

0



※消費税仕入控除税額報告書の２を「有」、３を「一般課税」とした場合に作成してください。

年 月 日 号

１ 課税売上割合

÷ ＝

円 円
※端数処理はしない

２ 補助金に係る仕入控除税額
 （１） 課税売上高が５億円以下で、課税売上割合が９５％以上の場合（全額控除）

× 10/110 ＝

報告書「６」の金額

円 円
※１円未満切捨

 （２） 課税売上高が５億円超、又は５億円以下で課税売上割合が９５％未満の場合
   ア 個別対応方式の場合

 （ア） 課税売上のみに要する補助対象経費に使用された補助金

円

 （イ） 課税売上と非課税売上に共通して要する補助対象経費に使用された補助金
課税売上割合

円

報告書「６」の金額

円
※１円未満切捨

   イ 一括比例配分方式の場合

× 10/110 × 課税売上割合 ＝

課税売上割合 報告書「６」の金額

円 円
※１円未満切捨

令和○○年度 ○○補助金
（○○事業）に係る仕入控除税額の積算内訳表

法 人 名
補助事業名

÷ ＝

対象案件名
指 令 番 号 川崎市指令○○第○○

× 10/110 ＝ 0

×10/110＝ 0 ・・・①

× 10/110× ＝ 0 ・・・②

① ＋ ② ＝ 0

×10/110× ＝ 0

課税資産の譲渡等

の対価の額

附表2「消費税等の確定

申告書における課税売上

割合・控除対象仕入税額

等の計算表」の④の額

資産の譲渡等

の対価の額

附表2「消費税等の確定

申告書における課税売上

割合・控除対象仕入税額

等の計算表」の⑦の額

課税売上割合

附表2「消費税等の確定

申告書における課税売上

割合・控除対象仕入税額

等の計算表」の④／⑦

補助金の額の確定

額

補助金に係る

仕入控除税額

補助金の額の確定

額

補助金に係る

仕入控除税額



(第５号様式)

(宛先）川崎市長

第６条第１項第１号に係る申請

第６条第１項第２号に係る申請（第６条第１項第１号の申請をしたことがない乳児等通園支援事業所）

【添付資料】

（１）導入費用内訳書

（２）支援システム導入に要した費用の内訳について確認できるもの（領収書等）

（３）支援システムに、必須機能が搭載されていることが確認できるもの（契約書、仕様書等）

⑦交付決定額 FALSE

④導入完了日 令和　　年　　月　　日

⑤運用開始日 令和　　年　　月　　日

⑥支払完了日 令和　　年　　月　　日

⑩保育士の業務負担が
軽減される内容

⑧購入方法 入札　  見積合せ

⑨導入内容

端末購入の有無
※購入内訳は別紙

有　　無

導入システム名

その他

導入機能

※該当するものに
チェックを入れる

　保育に係る計画・記録に関する機能

　利用児童の登園及び降園の管理に関する機能

　保護者との連絡に関する機能

　キャッシュレス決済に関する機能

メーカー名

メーカーからの
支援体制

③キャッシュレス決済
　以外の３機能の導入
　の有無

　　　　過去に補助を受けて導入している（　　　年度）
　　　　過去に補助を受けて導入していない

年　　　　月　　　　日

ICT化推進事業補助金実績報告書

①施設・事業者名 0

②施設・事業所所在地 0



導入費用内訳書

今回導入する機能数 ←必ず入力　※乳児等通園支援事業所の機器導入の場合は入力不要

端末購入の有無 有 ←必ず入力

導入に要する費用内訳

名称 単価（税抜） 消費税 数量 計

小計（税抜） 0円

消費税計 0円

合計 0円


